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自動車交通局長

訪問介護事業所等の指定を受けた一般乗用旅客自動車運送事業者（特定旅客

自動車運送事業者を含む。)が遵守すべき運行管理業務について

今般の道路運送法施行規則等の一部を改正する省令 平成１８年国土交通省令第８６号)（

による旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）の改正により、旅客
自動車運送事業者は、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第７８条第３号の許可を

受けた自家用自動車についても、運行の管理を行わなければならないこととされたところ
である これを受け 訪問介護事業所等の指定を受けた一般乗用旅客自動車運送事業者 特。 、 （

定旅客自動車運送事業者を含む ）との契約に基づき訪問介護サービスを提供する訪問介。
護員等に係る当該許可に際しては、別添に示すところにより指導することとされたい。



訪問介護事業所等の指定を受けた一般乗用旅客自動車運送事業者（特定旅客
自動車運送事業者を含む。)が遵守すべき運行管理業務

訪問介護事業所等の指定を受けた一般乗用旅客自動車運送事業者（特定旅客自動車運送

事業者を含む。以下同じ。)は、有償運送の許可を受けた自家用自動車の運行の管理に当
たっては、次の点に留意し、安全運行の確保に努めてください。

１ 運転者の休憩、睡眠又は仮眠のために必要な施設を適切に管理してください。

２ 運転者の健康状態の把握に努め、疾病、疲労、飲酒その他の理由により安全な運転を
することができないおそれがある運転者に有償運送の許可を受けた自家用自動

車（以下「許可自動車」という ）の運転をさせないでください。。
３ 許可自動車に乗務しようとする運転者に対し、対面（運用上やむを得ない場合は電話

その他の方法）により点呼を行い、許可自動車の運行の安全を確保するために必要な指
示を与え、運転者ごとに点呼を行った旨及び指示の内容を記録し、その記録を１年間保

存してください。
４ 許可自動車の運転者が乗務したときは、次に掲げる事項を運転者ごとに記録させ、か

つ、その記録を１年間保存してください。
（１）運転者の氏名

（２）乗務した許可自動車の自動車登録番号その他の当該許可自動車を識別できる表示
（３）乗務の開始及び終了の地点及び日時並びに主な経過地点及び乗務した距離

（４）道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７２条第１項に規定する交通事故若し
くは自動車事故報告規則 昭和２６年運輸省令第１０４号 第２条に規定する事故 ６（ ） （

（７）において「事故」という ）又は著しい運行の遅延その他の異常な状態が発生。
した場合にあっては、その概要及び原因

５ 許可自動車の運行において事故が発生した場合には、次に掲げる事項を記録し、その
記録を当該許可自動車の運行を管理する営業所に３年間保存してください。

（１）乗務員の氏名
（２）乗務した許可自動車の自動車登録番号その他の当該許可自動車を識別できる表示

（３）事故の発生日時
（４）事故の発生場所

（５）事故の当事者（乗務員を除く ）の氏名。
（６）事故の概要（損害の程度を含む ）。

（７）事故の原因
（８）再発防止対策

６ 有償運送の許可自動車の運転者ごとに、次に掲げる事項を記載した乗務員台帳を作
成し、当該運転者の属する営業所に備え置いてください。

（１）作成番号及び作成年月日
（２）有償運送に係る契約を締結した一般乗用旅客自動車運送事業者（特定旅客自動車運

送事業者を含む ）の氏名又は名称。
（３）運転者の氏名、生年月日及び住所

（４）運転者として契約した年月日
（５）道路交通法に規定する運転免許に関する次の事項

①運転免許証の番号及び有効期限
②運転免許の年月日及び種類

③運転免許に条件が付されている場合は、当該条件



（６）道路交通法に規定する第２種運転免許を有していない場合は、次のいずれかの事項
（計画がある場合を含む ）。

①道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号。以下「施行規則」という ）。
第５１条の１６第１項第１号に規定する講習の受講

②施行規則第５１条の１６第１項第２号に規定する要件の具備
③社団法人全国乗用自動車連合会等が実施するケア輸送サービス従事者研修の受講

（７）事故を引き起こした場合又は道路交通法第１０８条の３４の規定による通知を受け
た場合は、その概要

（８）運転者の健康状態
（９）８の規定に基づく指導の実施及び適性診断の受診の状況

７ 許可自動車に運転者が乗務するときは、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該運転者
の写真をはり付けた乗務員証を携行させてください。

（１）作成番号及び作成年月日
（２）有償運送に係る契約を締結した一般乗用旅客自動車運送事業者の氏名又は名称

（３）運転者の氏名
（４）運転免許証の有効期限

８ 許可自動車の運転者に対して、事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指
針（平成１３年国土交通省告示第１６７６号。以下「指導監督指針」という ）を踏ま。

え、主として運行する営業区域の状態及びこれに対処することができる運転技術並びに
法令に定める自動車の運転に関する事項について適切な指導、監督を行ってください。

また、指導監督指針を踏まえ、次に掲げる運転者に対して、許可自動車の運行の安全を
確保するために遵守すべき事項について特別な指導を行い、かつ、旅客自動車運送事業

運輸規則（昭和３１年運省令第４４号）第３８条第２項に規定する適性診断を受けさせ
てください。

（１）死者又は負傷者（自動車損害賠償保障法施行令（昭和３０年政令第２８６号）第５
条第２号、第３号又は第４号に掲げる傷害を受けた者をいう ）が生じた事故を引き。

起こした者
（２）運転者として新たに契約した者

（３）高齢者（６５才以上の者をいう ）。


